
「若い力による県産農産物ＰＲ事業」

業務委託仕様書
（ふるさと雇用再生特別対策事業）

奈良県農林部マーケティング課
１．事業の趣旨　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　
　現下の雇用情勢に鑑み、国から交付される「ふるさと雇用再生特別交付金」を活用して奈良県が基金を造成し、雇用再生のために雇用機会を創出する事業を実施し、継続的な雇用の確保を目指す。

２．事業の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　
奈良の食と農の魅力を若者に効果的にアピールするために、若手クリエーターや、農業に関心のある若者をＰＲスタッフとして活用し、さまざまなプロモーション活動を実施する。若者の視点で、これまでとは異なる新たな食と農の魅力を発見・発信し、県産農産物等の販売を強化する。同時に、次世代のクリエーターや、農業の担い手の育成も目指す。
３．委託期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　      　　

　契約の日から平成22年3月31日まで

４．受託者の要件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　　

　事業の趣旨等を踏まえ、本仕様書に基づく本件業務を的確に遂行するに足る能力（ノウハウや実績等）を有する民間企業、NPO法人、その他の法人又は法人以外の団体で以下の（１）（２）を満たすもの（ただし、宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団若しくは暴力団の統制の下にある団体は対象としない。）。

（１）総勘定元帳及び現金出納簿等の会計帳簿類を整備していること。

（２）労働者名簿、出勤簿及び賃金台帳等の労働関係帳簿類を整備していること。

５．新規雇用する労働者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　
　　委託事業者は、次の要件を満たすものを雇い入れること。なお、本件業務に従事する予定の全労働者数のうち新規雇用する予定の失業者数は３人とすること。

（１）奈良県内又は隣府県に在住する物であること

　　※奈良県内在住であることが望ましい。

（２）失業者（労働の意思・能力を有し、求職活動を行っているにもかかわらず、職業に就くことができない者）であること。

（３）３人のうち1名は、ホームページの作成技術やデザイン技術に精通していること。

（４）雇用期間は、原則1年以上であり更新ができること。

　　　ただし、平成２１年度については、事業開始予定が８月であることから、６ヶ月以上の雇用を確保すること。

（５）労働時間は、健康保険の被保険者の要件となる所定労働時間（該当事業所において同種の業務に従事する他の正規労働者の4分の3以上）とすること。また、労働日数についても同様に、正規労働者の日数の概ね4分の3以上であること。

６．新規雇用する労働者の募集　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　
　新規雇用する労働者に募集にあたっては、次の点に留意すること。

（１）公共職業安定所への求人の申し込みにより、募集の公開を図ること。

（２）文書による募集、直接募集等においても、募集の公開を図ること。

（３）新規雇用にあたっては、失業者であることの確認を要すること。なお、確認にあたっては、雇用保険受給資格者証（雇用保険法施行規則第22条）、廃業届（所得税法第229条）その他失業者であることを証明できるものの提示を求めること等により行うこと。

７．委託額（上限額）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　　
　金12,790,000円（消費税及び地方消費税を含む。）

　※委託額に占める新規雇用の失業者にかかる人件費の割合は50％を下回ってはならないこと。

　　人件費には給料のほか、事業主負担にかかる社会保険料、通勤交通費等の諸手当を含むものであること。

　※プロモーションツール（パンフレット等）制作費を含む。

　※上記金額には一般管理費を含む。

８．本件業務の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　　　　
  本県の食と農の魅力を高めるため、以下の業務を行うこと。   
（１）本県の食と農の魅力を伝えるフリーペーパーや、ホームページ等の作成
（２）上記（１）で収集した情報や作成したプロモーションツールを活用した、直売所など県内拠点でのプロモーション活動の実施
（３）本県の食と農に関する知識と理解を深めるためのスタッフ研修の実施
（４）その他、本件業務に関連する業務
【事業実施イメージ】
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９．経理処理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　　　

　経理処理にあたっては、次の点に留意すること。 

（１）委託事業者は、本件業務にかかる経理処理について、他の経理と明確に区分した会計帳簿を備えるとともに、収入額及び支出額を記載し、経理の使途を明らかにしておかなければならないこと。

（２）経理にあたっては、その支出の内容を称する証憑を整備し、会計帳簿とともに、事業の完了した日の属する会計年度の終了後5年間、厚生労働大臣又は奈良県知事の要求があったときには、いつでも閲覧に供することができるよう保存しておかなければならないこと。

（３）委託契約額が確定した結果、概算払いにより委託事業者に交付した委託費に残額が生じたとき、又は委託費により発生した収入があるときは、県は委託事業者に対し返還を求めることになること。

１０．業務報告等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           　　　　
（１）委託事業者は、業務が終了したときは、次に掲げる事項を内容に含む「ふるさと雇用再生特別交付金事業実績報告書」を作成し、平成22年3月31日までに奈良県知事あて提出すること。

　（イ）本件業務の期間及び終了期日

　（ロ）事業費及び人件費

　（ハ）事業に従事した全労働者数及びそのうち新規雇用した失業者の数

　（ニ）事業で新規雇用した労働者の雇用期間

　（ホ）事業で新規雇用した労働者の募集方法

　（へ）新規雇用した労働者が失業者であったことを確認した方法

　（ト）その他、業務日報など奈良県が求める書面

（２）奈良県知事は、実績報告を受けた場合は、その書類の内容を審査し、必要があるときは委託事業者に対し報告を求め、または奈良県職員に事業場へ立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、もしくは関係者に質問させるなど必要な調査を行うことができる。また厚生労働大臣が同様の調査を行うことがある。

（３）奈良県知事は、補助金等にかかる予算の執行の適正化に関する法律（昭和38年法律第179号）、同法施行令、交付要綱及びふるさと雇用再生特別交付金事業実施要領の内容に適合しない事実が明らかになった場合には、厚生労働大臣の命令により受託者に対して適合させるための措置をとることができる。

１１．業務上知り得た情報の秘密保持　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　　　　
（１）委託事業者及び業務従事者等（本件業務に直接・間接を問わず関わる全ての者）は、業務上知り得た秘密を第三者に漏洩したり、開示してはならない。また本件業務の遂行以外の目的に使用してはならない。これらのことは、本件業務終了後においても同様とする。

（２）委託事業者は、業務従事者等の新規雇用に際し、雇用契約書等に該当内容を盛り込み、十分な説明を行うこと。

１２．その他留意事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　　　　　

（１）県は、委託事業者が事業の実施にあたり本仕様書５、６及び７にかかる人件費割合に反した場合には、委託契約額の一部又は全部の返還を求める権利を有するものとする。

（２）本件業務の実施の際に生じた特許権等の知的財産権は、原則として委託元である奈良県に帰属するものであること。

（３）委託事業者が本件業務を実施する場合に必要となり取得する財産は、取得価格又は効用の増加価格が50万円未満のものとし、50万円以上の財産の取得は認められないこと。

（４）本件業務を行う委託事業者に対する委託費の支給事由と同一の事由により支給要件を満たすことになる各種助成金のうち、国が実施するもの（国が他の団体に委託して実施するものを含む。）との併給はできないこと。

（５）本件業務に従事する新規雇用の労働者については、本件業務以外の業務に重ねて就くことのないよう留意すること。

（６）本事業は国庫補助金を受けて実施する事業であることから会計検査院法第23条第1項第3号による検査の対象となることがある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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